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1. 会社プロフィール 
2. 安心・安全な街づくり 
3. 震災対策ハード面の取組み 
4. 発災時の体制、システムの構築 

5. 平時の活動と取り組み （各種訓練）                                                            
6. 帰宅困難者対応  
7. オフィスニーズとＢＣＰに関する意識調査 

8. 磁力ある都市・東京を目指して 

9. まとめ・最後に 

   東日本大震災時の森ビルの対応 

 ■ 目次 



 ■ 会社プロフィール 

 

本社所在地      東京都港区六本木六丁目10番1号 六本木ヒルズ森タワー 
 
設立年月日      1959年6月2日  
 
事業内容        総合ディベロッパー 
               1.都市再開発事業  
               2.不動産賃貸・管理事業 
                 オフィスビル・住宅・商業施設・ホテル・ゴルフなどの営業、運営管理  
               3.文化・芸術・タウンマネジメント事業 
                 美術館・ギャラリー・展望台・アカデミー・カンファレンス施設 
                 会員制クラブなどの企画、運営  
 
社員数         1,296名（2014年4月）  
 
賃貸ビル数         112棟（2014年3月）  
 
貸室面積        約123万㎡（2014年3月） 
 
入居会社数      2,930社（2014年3月） 
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六本木ヒルズ森タワー   アーク森ビル 上海環球金融中心 

六本木ヒルズレジデンス 元麻布ヒルズ 表参道ヒルズ パレットタウン 

 ■ 当社主要管理運営物件 

虎ノ門ヒルズ森タワー 

http://upload.wikimedia.org/wikipedia/commons/4/4a/Omote-sando03s3200.jpg


5 アークヒルズ(’86) 六本木ヒルズ(’03) 

1950’s 

1970’s 

1980’s 

1990’s 

2000’s 

’55 森不動産設立 

’56 西新橋２森ビル竣工 

’57 西新橋１森ビル竣工 

’59 森ビル株式会社設立 

’86 アークヒルズ竣工 

バブル経済崩壊 
 
’95 阪神淡路大震災 

’97〜外資系ファンド日本進出活発化 
’01 J-REITスタート 

’01 愛宕グリーンヒルズ竣工 
’03 六本木ヒルズ竣工 
’06 表参道ヒルズ竣工 
’08 上海環球金融中心竣工 
’12 アークヒルズ仙石山森タワー竣工 
’14 虎ノ門ヒルズ竣工 
 
 

1960’s 

面的な複合再開発 （区画整理されていないエリア） 

共同ビルの開発 （震災復興後区画整理されたエリア） 

西新橋1森ビル 西新橋2森ビル 

’64 東京オリンピック 

’66 虎ノ門10森ビル竣工 

’70 虎ノ門17森ビル竣工 

’73 第一次オイルショック 

’78 第二次オイルショック 

 ■  単独ビル開発から面的複合開発へ    
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２. 安心・安全な街づくり 
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 ■ 木造家屋の密集 

 ■ 狭い道路 

 ■ 昼夜間人工の 

        アンバランス 

 ■ 災害に強い街づくり 

   （耐震化・不燃化） 
 ■ 道路整備 
   （都市基盤整備） 
 ■ 職住近接 
   （都心居住の推進） 
 ■ 共用スペースの利用 
 ■ 地域コミュニティ 
 ■ 緑化 

 ■ 森ビルの街づくり理念 ～Vertical Garden City～ 

プレゼンター
プレゼンテーションのノート
【Vertical Garden City】
・写真のような、住宅密集地域（特に古い木造）、また 消防車（救急車）の進入困難な狭い道路地域を集約し
　道路整備、住職近接（都心居住の推進）を実現させ、災害に強い街づくりを行ってきました。
　また、そこから生まれる



高度利用で随所に 
オープンスペースを設ける 

道路上を立体的に利用 

屋上・壁面等を緑化 

超高層建物による 
都心居住を実現 

立体利用により 
交通機関を一体化 

地上との距離感を縮める
地下広場 

立体的につくられた 
多様な文化施設 

      森ビルが理想とする都市は「Vertical Garden City - 立体緑園都市」、緑に覆われた 
        超高層都市、職・住・遊が近接するコンパクトな都市づくりである。 

 ■ 森ビルの街づくり理念 ～Vertical Garden City～ 

8 

プレゼンター
プレゼンテーションのノート
森ビルが理想とする都市は「Vertical Garden City - 立体緑園都市」、緑に覆われた超高層都市、職・住・遊が近接するコンパクトな都市づくりです。
これは、無秩序に広がった巨大都市の中心部をスーパーブロックで再生していく都市モデルです。都心の空と地下を有効に活用し、そこに職、住、遊、商、学、憩、文化、交流などの多彩な都市機能を立体的重層的に組み込むことによって、徒歩で暮らせるコンパクトシティを実現しようというものです。 �
細分化された土地を集約し、建物を高層化してつくるそのコンパクトシティは、様々な特長と魅力を持ち、これまでの都市が抱えてきた数々の課題への解決策も提示します。 �その都市を核にして、人と人が出会い、交流し、多彩で活発な経済活動や文化活動が生まれる。そこに暮らし、集う人々に活力を与えるだけでなく、安全で、安らぎに満ちた憩いの場所になります。 ��建物とインフラだけで都市をつくることはできません。人々の暮らし、日々の営みを支え、育むこと。未来へ向けて地域やコミュニティの可能性を引き出し、発展の力になること。そのために、社会に対し、様々なヴィジョンや仕組みを提示し、働きかけること。 �時代の要請に応えながら、遥か先を見据えた都市づくり。 �それが森ビルの使命だと考えています。

��



 ■ 森ビルの街づくりにおける3つのミッション 
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プレゼンター
プレゼンテーションのノート
街づくりに関して、３つのミッションを掲げています。
「安全・安心」は、地震や台風などの災害多発国である日本の最重要かつ喫緊なテーマです。首都・東京を襲う直下型地震の発生確率も高まっています。私たちの命と財産を守るうえでも、世界から人、モノ、金、知恵、情報を集めるうえでも「災害に強い都市への再生」は欠かせません。 �都市防災に対する発想も、「逃げ出す街」から「逃げ込める街」へ転換すべきです。都市のグランドデザインを描き、それにそって順次再開発などを進め、老朽化した都市基盤や細街路を整理しながら、世界トップクラスの耐震技術を使って創り替えていけば、災害時の防災拠点ともなります。 �私たちは「災害時に逃げ込める街」への転換を提言し、実行しています。


「環境・緑」は、これからの都市づくりに欠かせない世界的なテーマです。「開発が都市や郊外の自然を破壊する」と言われますが、私たちの開発手法は逆です。 �土地をまとめ、容積率を高めながら建ぺい率を低く抑えることによって、都市に小自然を甦らせます。建ぺい率を抑えることで、広く空いた地表に広場や庭園、水系や緑道を甦らせ、屋上や壁面までも緑化して、緑に覆われた街「立体的な緑園都市」を実現します。 �このように都心を有効活用して都市機能や人口を集中させれば、郊外の自然も保存・再生できます。こうしたメリハリのある都市構造にしていくことで、全体としての地球環境負荷を低減できるでしょう。

「文化・芸術」は心の糧であり、都市の地場、磁力となるものです。今後の日本経済をリードする知識情報産業の原動力は、ひとりひとりのクリエイティビティです。気づき、ひらめき、交流、協働、新結合…、クリエイティブな創造活動には、気軽に一流の文化や芸術に接することができる「環境」や、異なる価値観や背景を持つ旬な人々が交流し、協働する「場」と「時間」が必要です。そうした「環境、場、時間」を備えた都市が世界の人々を惹き付け、世界都市となります。経済と文化の両立と融合を目指して、私たちの都市づくりは文化・芸術を育む舞台と仕組みを組み込んでいます。




＜安全・安心＞  
  ◆ 細分化された土地を集約・建物の密集を解消し、広場や街路を整備 

   ◆ 建物には最高レベルの耐震性能と、非常時の電源供給の仕組みを構築 

   ◆ 定期的な防災訓練実施、防災備蓄倉庫の整備等、地域の防災拠点として機能 

 

 

 

再開発前の六本木６丁目地区 六本木ヒルズ 
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 ■ 森ビルの街づくりにおける3つのミッション 



＜環境と緑＞  
    ◆ 高層化によって生まれたオープンスペースや建物の屋上を積極的に緑化 

    ◆ 緑化を通じて、ガーデニングクラブ等都市の中にコミュニティを育成 

    ◆ ヒートアイランド現象への有効な対策としても寄与 

 
 

六本木ヒルズ 屋上庭園 ヒルズ街育プロジェクト 
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 ■ 森ビルの街づくりにおける3つのミッション 



＜文化・芸術＞  

   ◆ 職住近接により豊かな時間を過ごすための時間的ゆとりをもたらす 

   ◆ 職・住・商・憩・遊・学・育・医の多彩な都市機能を集約し、人々の交流、対話を   

       育む 

   ◆ 新しい創造や可能性の生まれる場所として世界の人々の｢デスティネーション」
に 

森美術館 六本木アートナイト 
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■ 森ビルの街づくりにおける3つのミッション 
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  １９９５年に発生した阪神・淡路大震災を契機に 

  「逃げ出す街から逃げ込める街へ」のコンセプトを掲げる 

 

 

 

 

 

   大規模再開発の特性を活かして災害に強い安全・安心の街、 

    開発地域のみならず周辺地域への貢献も果たす防災拠点を 

    目指し、オープンスペースや交通インフラの整備等、都市基盤
の整備をはじめ、ハード、ソフトの両面にわたる様々な対策を 

    継続して推進 
 

 ■ 逃げ出す街から逃げ込める街へ 
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 １. 当社が所有または管理・運営する建物、施設を利用する 

    テナント・居住者・来訪者・近隣および当社社員の生命の 

        安全を最優先とする。 

 

 ２. 震災に対し早期に対応し被害を最小限に抑える。 

 

 ３. テナントの執務継続、居住者の生活継続の為の支援機能を 

       維持する。 

 

 ４. 近隣および東京都、港区、警察、消防をはじめ、関係行政 

       機関等との協力を通し社会への貢献を行う。 

 ■ 震災対策基本方針 
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３. 震災対策ハード面の取組み 
 
  ・国内最高グレードの耐振性能導入 
  ・電力の確保 
  ・エレベータの安全性・機能性向上 
  ・建物被災度推測システムの導入 
  ・震災井戸の設置 
  ・震災対策本部のバックアップ体制 
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セミアクティブオイルダンパー 
微小変形 
から大地震 

アンボンドブレース 

終局時の 
エネルギー吸収 

356台 

192台 

六本木ヒルズの制振装置 

 ■ 国内最高グレードの耐振性能導入 
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虎ノ門ヒルズの制振装置 

 ■ 国内最高グレードの耐振性能導入 

ブレーキダンパー（620基）  
ボルトセットにより、ステンレス板とブレーキ材を一定の力で締め、その間に
生じる摩擦力により建物の揺れを低減する装置。中地震から大地震ま
で効果を発揮。 

皿ばね皿ばね

皿ばねセット皿ばねセット

ブレーキ材ブレーキ材

ステンレス板ステンレス板

めっきボルトめっきボルト

オイルダンパー（516基） 
オイルが弁を通過する時に生じる力（減衰力）で建物の揺れを
低減する装置。風揺れから中小地震から大地震まで効果を発
揮。 

オイルの流れ

押す

筒

オイル

ピストンロッド

リリーフ弁

（一定以上の力

が加わると開く）

アンボンドブレース（82基） 
柔らかく伸び能力のある鋼材とモルタル・鋼管を一体にしたブレースで、
伸縮により建物の揺れを吸収する装置。主に大地震時に効果を発揮。 
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 新耐震以上の性能確保（東日本大震災が発生する前に対応済み） 
 ■ 既存ビルの耐震改修 
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・六本木ヒルズでは、都市ガスを燃料とする独自のエネルギープラント  (特定  
  電気事業施設）により、域内に電力制限の影響を受けることなく電気を供給   
・3重の安全性を持つ電源供給により、一般的なSクラスビルを上回る極めて 
 信頼性の高い電源供給システムを構築 
  

  ①都市ガスによる発電  
  
  ②東京電力からの供給  
  
  ③灯油による発電 
 
 

＜六本木ヒルズの電源供給システム＞ 

 ■ 3重の安全性を持つ電源供給 

 ※東日本大震災後の電力逼迫時には 

    お客様に節電協力頂き東京電力へ 

    電力の供給を実施 
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電力会社（東京電力） 

（ループ受電） 

非常用発電機イメージ 

 ■ 事業継続性向上を目指した非常用発電機導入 
東京電力からの供給停止時に、お客様の事業継続を支援するため         
オフィス専用部内への電源供給用として、非常用発電機を導入            
※信頼性の高い、都市ガスと重油を用いた二種類の燃料で発電可能 

※お客様独自で非常用発電機が設置可能なスペース（1台分）も確保 

＜虎ノ門ヒルズ＞ 
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ペンデュラム方式 

ペンデュラム方式 

地震発生後、建物の揺れで共振し
た「振り子」がA点、B点の節点接触
により長周期地震動の揺れを検知
する。 

長周期地震動 
スペクトル方式 

地震発生直後の初期の揺れを成分
分析し、長周期地震動を検知する。 

平常時 

地震時 

分析 

この長周期地震動の成分
(山)を検知 

成分分析 

２つの全く異なる方式を併用して用い、信頼性を高めている。 

 ■ エレベーターの安全性・機能性向上 

   新潟中越沖地震（2007年7月16日）を契機に長周期地震検知システムを 

     独自開発 
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エレベーター昇降路内 

長周期地震を含む地震発生時のエレベーター 
昇降路内ロープ引掛り防止対策実施 

 ■ エレベーターの安全性・機能向上 
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ELV機械室 

※エレベーター救出訓練の取組開始  
  （一部事業所にて） 

 ※エレベーター制御装置 
   50℃以上でシステム停止 

エレベーター機械室空調機２重化実施（水冷＋空冷） 

 ■ エレベーターの安全性・機能向上 
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NTTCOM 

社内イントラ 

ＥＬＶ 

ＥＬＶ 

ＥＬＶ 

放送設備等 

放送設備等 

放送設備等 

地震発生 

サーバー 

地盤増幅率データ 

受信端末 

ハブ 

表示端末 

ハブ 
表示端末 

ハブ 

表示端末 

ビルＡ 

ビルＢ 

住宅Ａ 

   緊急地震速報を活用しエレベーターの連動停止・非常放送の実施 

 ■ エレベーターの安全性・機能向上 

東京23区内で震度４以上の緊急 

地震速報受信で作動 
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 ■ エレベーターの安全性・機能向上 

東京消防庁から平成２５年１０月１日より高層建築物において火災時の歩行
困難者等の避難安全対策推進発表を受けて非常用エレベーターを活用した
避難誘導を虎ノ門ヒルズより導入（オフィスとしては最初の案件）。 

一時避難エリア標識 一時避難エリア通路標識 

避難誘導用エレベーター標識 
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構造設計G 
2012年12月 

東日本大震災を受けてお客様への安全宣言を早くアナウンスすることが二次
災害を減らす上でも非常に重要と認識し独自に開発し主要ビルへ順次導入。 
また、ビル係員が優先的に確認する場所が推測されるため、業務効率上も
有効なシステムである。 

建物に設置された地震計の加速度と変位から各階の被災度をリアルタイムに推測 

 ■ 建物被災度推測システムの開発および導入 
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構造設計G 
2012年12月 

＜建物被災度の推測＞ 
 ■ 建物被災度推測システムの開発および導入 
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建物被災度推測システムe-Daps 

①建物被災度の推測 

②長周期地震動の検出 

③防災活動への情報把握 

＜地震計を使った総合防災ツール＞ 地震計 

地震計 

地震計 

地震計 
集録装置 

地震計 

ビルA 

ビルB 

ビルC 

ビルD 

森ビル震災活動 
災害ポータルへ
の情報配信 
役員含む主要 
社員へのメール
配信 

 ■ 建物被災度推測システムの開発および導入 
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上水停止時の生活用水確保を目的に主要ビルに井戸を設置 
※森ビル管理物件の１６箇所に設置 

 ■ 震災井戸の設置 
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 ■ 震災対策本部のバックアップ体制 

六本木ヒルズ震災対策本部使用不能時のバックアップ本部構築 

【六本木ヒルズ対策本部】 【アーク森ビルバックアップ本部】 

約72時間機能維持確保のため非常用発電機設置 
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防災センター空調機の２重化（冷水+空冷） 

 ■ 震災時の活動拠点（防災センターの機能維持） 
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・非常照明の設置 
・大便器洗浄弁の電源確保 
・井戸水利用による洗浄水確保 

 ■ 震災時のトイレ機能維持 
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事務局

震災対策本部
本部長

本部長代行

秘書部秘書室
広報室
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24

４. 発災時の体制、システムの構築 
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内外部情報の整理・本部報告 
各部への本部指示伝達 

社長安否確認 
外部広報業務 

『東京都23区震度5強以上』で、速やかに震災対策組織に移行（全社員） 
専門部署・・・震災対策室事務局 
現部署⇒震災活動部署への移行 

 ■ 震災対策組織 
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 ＲＥＤ ＦＩＬＥ 
 
震災時行動基準書 
 

ＧＲＥＥＮ ＦＩＬＥ 
  
    平常時トラブル 
    対応手順書 
 

 平時の対策および地震発生時の対応・行動基準等について規定 
 ※条例施行や訓練を受けて適宜、見直しを行うことが重要 

 

 ■ 震災対策要綱並びに行動基準書の整備 
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   六本木ヒルズを中心とした係員常駐管理ビルのネットワークにより、災害時に         

   おけるお客様の事業継続を支援 

 ■ 六本木ヒルズを拠点とした防災ネットワーク構築 
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震災宿直  震災対策本部の立ち上げや情報収集・緊急判断等の初動 
                       対応強化を図るため管理職1人、1泊ずつ交代で実施 
 
 
管理宿直   復旧活動本部の立ち上げを迅速に行い、情報収集・復旧 
                       活動等の初動対応強化を図るため管理部社員1人、1泊 
                       ずつ交代で実施 

有事の際「震災対策本部」並びに「復旧活動本部」を速やかに立上げ、 
情報収集、緊急時の判断・指示を行う体制を構築 

 ■ 宿直体制の導入 



 ■ 有事に備えた防災要員体制（夜間・休日） 

10km圏外居住社員 
復旧要員 

10km圏内居住社員 
対策要員 

震災社宅居住者社員 
防災要員 100名 

震災用身装備品支給 
（ヘルメット・防災服・安全靴など） 
  ・会社用身装備品（全社員） 
  ・出社用身装備品 
  10km圏内居住、近隣居住社員 

事業エリアの近隣2.5ｋｍ圏内に社宅を設け、有事の際に迅速な初動活動を 

行える体制を構築 
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 ■ 情報通信・伝達システム 
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 ■ 災害ポータル（トップ画面） 
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 ■ 災害ポータル（全体地図） 
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 ■ 災害ポータル（サマリー） 
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 六本木ヒルズ内のエリア限定サービス（情報発信）の為、 
 その時、六本木ヒルズにいる人に、本当に必要な情報を配信することが可能。 
 （六本木周辺の交通情報、施設の紹介、備蓄品払い出し、毛布の貸し出し、水の配給等） 

 ・エリア放送（フルセグ・ワンセグ）の活用 

震災対策本部 

災害サポートＷＥＢ 

エリア放送 

「六本木ヒルズチャンネル」 
ふくそう（輻輳）しない情報伝達手段 

データ放送 
を通じて 

 ■ 震災時の情報提供・独自の情報提供システム 
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大規模災害時にも輻輳しない有効な通信手段として、六本木ヒルズ、
アークヒルズ等大規模集客施設に一般業務無線とF W A 無線（ F i x e d 
W i r e l e s s A c c e s s ）を併用した独自のシステムを導入 
※インターネット回線でも利用可能なように二重化実施 

 ■ 独自のデジタル無線システム構築 

各施設内の災害対応拠点となる防災センターと、施設内各所で対応に
あたるスタッフ間の通信手段として機能させ、来館者や帰宅困難者の 
的確な誘導など各種対応に活用 
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５. 平時の活動と取り組み（各種訓練） 
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テナント様へ地震発生前・地震発生時・地震発生後に対応頂きたい内容の周知 
 
■一斉帰宅の抑制  ■消防計画の徹底  ■社員・家族の安否確認の実施 
■オフィス内の安全確保（転倒防止対策）  ■備蓄の実施  他 
     

 ■ 震災のしおり（入居者様用）配布 
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当社の安全・安心の取組み並びに建物施設を理解頂き有事の際に 
落ち着いて行動頂くためのツアーを実施 

 ■ お客様向け安全ツアーの実施 
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 ■ 森ビル総合震災訓練（9/1実施） 全社員対象 

森ビル社員に自助・共助能力向上を目的に体験訓練実施 
※１回／３年は体験 
＜内容＞ 
  搬送訓練、炊出し訓練、心肺蘇生訓練、起震車体験、消火器訓練、 
    煙体験、ロープ操作訓練、応急手当訓練、井戸体験訓練  他 

プレゼンター
プレゼンテーションのノート
【森ビル総合震災訓練】
　・毎年、9月1日に全社員対象とした
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 ■ 森ビル総合震災訓練（1/17実施） 全社員対象 

有事の際を想定したシュミレーション訓練や各震災対策組織間の連携 

訓練の実施 

プレゼンター
プレゼンテーションのノート
【森ビル総合震災訓練】
　・毎年、9月1日に全社員対象とした
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 ■ 社宅居住社員訓練（偶数月に実施） 

夜間・休日に発生した際に初動行動が実行できるよう、社宅居住者社員に対し 

定期的に訓練を実施 

＜訓練内容＞ 

  情報収集（通信機器操作含む）訓練、備蓄品配給訓練、人命救助訓練、 

  井戸稼働訓練、お客様安否・営業状況確認、帰宅困難者受入れ訓練  他 
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 ■ 六本木ヒルズ自治会との共催による震災訓練（3/11実施） 

 六本木ヒルズ周辺の近隣町会、商店会、学校、地元の消防団等交えた 

 「街の震災訓練」実施 

※毎年、１０００名程度の方が参加 
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・全社員を対象に、定期的・継続的に実施（1回/3年） 
・協力会社へのAED研修実施（毎年） 
 ※森ビル社員で普及員資格を50名取得し教育実施 

 ■ 救命講習・AED講習の受講と協力会社等向け研修の実施 
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森ビル安否確認システム ＜森ビル安否確認システム＞ 

震度５強以上の 
地震発生 

携帯電話 携帯電話 

一般 一般 / / 公衆電話 公衆電話 

震災宿直 震災宿直 

社員 

PC/PDA PC/PDA 

会社／自宅／外出先等様々な 
場所から携帯電話、パソコン、 
公衆電話等携帯電話、パソコン、 
公衆電話等の手段を使って、 
安否登録可能 
 

データーセンター 
安否登録結果 安否登録結果 
の確認等 の確認等 

会社指示 

家族 

家族安否確認 
専用掲示板 

人事庶務班／震災宿直 

 ■ 安否確認訓練（年3回） 
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出社・帰宅ルート例 
森ビル社員支給 
『六本木ヒルズ30ｋｍ圏内 
帰宅ルート広域プランニングマップ』 

 出社･帰宅ルート内の徒歩訓練（概ね５㌔）を実施。 

 ■ 徒歩訓練（年1回） 
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森ビル全体訓練 

4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 

六本木ヒルズ全体訓練 

安否確認訓練 

徒歩訓練 

救命講習 

社宅部訓練 

通信訓練 

全社員対象 社宅部社員 全社員対象 
（3年に1度受講） 

 ■ 訓練年間スケジュール 
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森ビルシティエアサービス株式会社（MCAS/森ビル100％子会社）は、 
事業継続計画（BCP）の新たなソリューションとして、首都圏の主要交通機関
が麻痺した際にヘリコプターを活用する「震災対策フライトプラン」を企画 
 
            （広域の状況確認・人員や物資の移動） 

 ■ BCPを支える新たなソリューション～震災時にヘリを活用～ 
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応援班 

自転車班 

震災発生後、自転車班が迅速に巡回し、故障・
破損等を発見。 
トラブルがあった場所に、応援班を派遣し、対応
を行ないます。 

・巡回を少ない人数で迅速化 
 （危険リスクの軽減） 
 
・トラブルのあるビルの初動対応を 
 効率化（応援班を適切に派遣） 
 
・通信手段が途絶えた際の行政から 
 の情報収集や医療機関への協力 
 要請等での迅速化 

災害時における地域巡回に防災用
自転車を活用し、初動時対応の迅速

化を図る。 

 ■ 防災自転車の活用 



・六本木ヒルズでは、約800世帯の居住者に加えて、入居企業、商業店舗を 
 含めた構成員による自治会活動により、地域コミュニティを形成 
・平時のコミュニティ形成の取組みが防災意識の高まりにも寄与し、震災時の 
   リスク低減につながる。 

【六本木クリーンアップ】 

【居住者向けの震災講習会】 

【盆踊り】 

【自治会/森ビル共催の震災訓練】 

58 

 ■ コミュニティを通じた地域活動例 
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６. 帰宅困難者対応 



「災害発生時における帰宅困難者の受入れ等に関する協力協定」 

協定の内容（一部抜粋/要約）： 
（１）帰宅困難者に対する一時避難場所の提供 
（２）帰宅困難者に対する備蓄食料、飲料などの提供 
（３）帰宅困難者に対する避難誘導用具の提供 
（４）駅周辺などからの帰宅困難者の誘導、およびそれにかかる人員の提供 

帰宅困難者の受入れで港区と協定締結 （２０１２年３月１日） 

60 

東京都帰宅困難者対策条例が施行（2013年4月1日施行） 

（１）一斉帰宅の抑制：従業員の施設内待機、３日分の備蓄 等 
（２）一次滞在施設の確保：都関連施設のほか民間に対しても協力を要請 等 
（３）迅速な安否確認と正確な情報提供体制：安否確認のための情報基盤整備 等 
（４）帰宅支援：代替輸送体制整備、帰宅支援ステーションの整備 等 

 ■ 森ビルの帰宅困難者対応（行政との連携） 



＜協定の内容＞ 

   ○受入れ場所の提供  
    ○飲料水、食糧等の提供  
    ○避難誘導道具の提供  
    ○駅等からの帰宅困難者の誘導  
    ○必要な人員の提供  
    ○他協力できる事項  
 

帰宅困難者対策条例施行に伴い港区と「災害発生時における帰
宅困難者の受入れ等に関する協力協定」再締結 
 （２０１4年1月29日） 

61 

 ■ 森ビルの帰宅困難者対応（行政との連携） 
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森ビルでは、大規模施設で約1.2万人の帰宅困難者を受入れる体制を整備 
※受入場所は、カンファレンス施設、商業施設の共用廊下等 
   
・六本木ヒルズ     ： ５，０００名 
・虎ノ門ヒルズ     ： ３，６００名 
・アーク森ビル、表参道ヒルズ   他   

 ■ 森ビル帰宅困難者対応（受入者数） 

虎ノ門ヒルズでは、カンファレンス
施設所有者と管理組合との間で 
帰宅困難者受入れ協力の「覚書」
を締結 
 
約２，０００名程度を受入れ 
 
集約した場所を受入れスペースと
することで受入れ対応者人数削減
実施 
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非 常 食・・・25万食 
        （内訳）帰宅困難者：12万食、住宅居住者：7万食、オフィス・店舗：6万食、 
             近隣：1万食、森ビル社員・協力会社：2万食） 
 
簡易トイレ・・・8万枚 
 
そ の 他・・・毛布、医薬品、ミルク、紙おむつ、ポータブル発電機、リアカー、ベニヤ板 
 
＜食料＞ 
帰宅困難者の備蓄品を１人あたり９食分（１日：３食、３日分）を保管 
※１．２万人×９食分+予備１０％ 
※食べ物アレルギーの方や子供・高齢者向け用の食料も備蓄 
※1,600～1,700Ｋｃａl程度の栄養を確保する 
※最近は、種類が豊富になっているので、３日間飽きないような工夫が必要 
※乾パンは、喉がかわく等の配慮が必要 
 
 
 
 

 ■ 防災備蓄品 
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 ■ 防災備蓄品 

＜森ビルで社員に貸与している備品＞ 
  会社保管用・・・ツナギ、安全靴、ヘルメット、軍手、三角巾、腕章、帰宅支援マップ、  
             非常用持出袋 
  自宅保管用・・・安全靴、ヘルメット、軍手、懐中電灯、ヘッドライト、三角巾、腕章、 
                              帰宅支援マップ、非常用持出袋 
  ※企業のＢＣＰを行う上で夜間、休日に発生の場合、社員に出社してもらう上で 
    安全を配慮する上でも貸与が必要 
       

 
   ・靴（階段降り際や長時間の徒歩帰宅用） 
   ・コンタクトレンズ、コンタクトレンズ洗浄液、眼鏡 
   ・充電済の携帯用バッテリー、携帯電話充電器 
   ・ラジオ 
   ・着替え(下着、Tシャツ、靴下) 
   ・常備薬 
   ・メイク落とし、歯磨き粉、ハブラシ、衛生用品 
   ・連絡先リスト（携帯電源が落ちた場合用に電話番号をリスト化しておく） 
   ※企業視点の自助は、個人の視点では自助ではありません。自分自身を自助できる 
      ように食料や水も備蓄しておく事がいいかと思います。       
          上記はあくまで最低限のものです。 

＜各個人で用意しておいたほうが良い備品＞ 
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 ■ 防災備蓄品 

＜備蓄倉庫の場所への配慮＞ 
  ・建物荷重制限やスプリンクラーの散水障害にならないよう配慮する必要がある。 
  ・備蓄品が転倒しないよう対策をとる。 
  ・ＥＬＶが停止した場合を配慮し、倉庫の場所を決定する。 
  ・スプリンクラーの放出や台風等の豪雨時に水損しないような対策をとる。 
  ・期限管理、商品の入替、商品の配布を配慮して備蓄を行う。 
   

＜期限近い商品の対応＞ 
  ・廃棄する際にも費用が発生することから、期限間近の商品に運用についてルール 
   を決めておく必要がある。 
   ※ＮＰＯ法人への寄付や区・町会主催の消防訓練等への協力 
   ※３／１１、９／１の昼食に備蓄食料を食べ、震災時の食事状況を認識してもらう 
   ※訓練に参加して頂いた方に参加賞として配布する。 
   

＜資機材等＞ 
 簡易トイレ、毛布、アルミブランケット、医薬品、ミルク、紙おむつ、生理用品、 
 ポータブル発電機、投光機、リヤカー、ベニヤ板、バール、ロープ、虎テープなど 



66 

 ■ 備蓄倉庫 



67 

＜配布内容＞ 

1. LEDライト 

2. ランタン 

3. 簡易トイレ（30袋） 

4. ドライシャンプー 

5. ボディータオル（24枚） 

6. 水タンク（10ℓ） 

7. 絆創膏 

8. 軍  手 

9. ガムテープ 

10. 防水バッグ 

11. キャリーカート 

 

    

 ■ 住宅居住者への備蓄品（エマージェンシーキット）配布 

住宅居住者の方が1週間を乗り切るため（在宅避難）が可能な物品を 

全住戸に無料配布実施 
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帰宅困難者等への情報提供として 
各所に設置された映像モニターを 
有効活用し、テレビ視聴が可能な 
モニターに改修実施 
※ＮＨＫ様と契約締結 
※通常時は店舗・イベント情報を放映 

オフィス共用部ＥＬＶホール 

商業施設共用部 

オフィス共用部ラウンジ 

 ■ 震災時の情報提供（ヒルズヴィジョンの活用） 
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【帰宅困難者誘導】 【帰宅困難者受付】 

 ■ 森ビルの帰宅困難者対応（訓練） 

【備蓄品配布】 【待機スペース確保】 
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  内閣府主催の防災フェア（六本木ヒルズ   
  で開催）において開催 
  ・Yahoo!、Twitter、J-wave、森ビル４社で 
   実行員会設置 
  ・約100名が参加 
  ・Twitter、防災速報アプリの情報を頼りに 
   避難訓練 
  ※港区の防災アカウントを利用 

ソーシャルメディアを活用した避難訓練の実施 
 ■ ソーシャル防災訓練 



 ■ 帰宅困難者対応に関する今後の課題 

   ・ ボランティアの確保 
     自社社員のみで対応を行うには限界があり、店舗スタッフや帰宅困難者 
     自身にもお手伝い頂くような仕組作りが必要   
     ※事故、トラブル発生時の補償（賠償責任）問題を考慮 
 
   ・ 帰宅困難者が建物、備品等を損傷した際の補償（賠償責任）問題 
 
   ・ 帰宅困難者受入可能人数を超えた場合の対応 
     他施設での受入可能施設の情報入手方法や帰宅困難者への案内方法の 
     検討 
 
   ・ 怪我人等を診断頂ける医師・看護師の確保 
 
   ・ 受入れ期間（72時間）経過後の帰宅困難者退館誘導   
 
   ・ 暑さ対策 
     寒さ対策については、毛布、アルミブランケット等の備蓄品を配布することで 
     対応できるが、停電等により空調設備が停止した際の暑さ対策については 
     更なる検討が必要 
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７. オフィスニーズとＢＣＰに関する 
意識調査 



 ■ ２０１３年東京２３区のオフィスニーズに関する調査 

■ 回答企業のプロフィール 

   ・当社では、オフィスマーケットの需要動向を把握することを目的に2003年より 
     毎年「東京23区オフィスニーズに関する調査」を実施。 
   ・2,149社より回答を得た。 

※外国資本50%未満を日本企業、50%以上を外資系企業とする。 73 



 ■ 企業の事業継続計画（BCP）策定状況 

【2013年11月のBCP策定状況】 

    企業のＢＣＰ策定割合は「策定済み（50％→52％）が増加し、過半となった。 
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 ■ 企業の事業継続計画（BCP）策定状況 

【BCP策定内容】 

  ・策定内容は「従業員の安否確認方法（93％）や「震災備蓄品の確保（89％）」、  
   「帰宅困難者対応方法（70％）」などが上位を占め、ソフト的な対応を先行 
  ・入居オフィスビルの選定基準といったハード的な対応を策定している企業も 
   一定割合いる。 
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■ 企業の事業継続計画（BCP）策定状況 

【入居ビル選定基準の内容】 

  ・ＢＣＰの中で入居ビルの選定基準について尋ねたところ、トップは｢耐震性能」で、   
   「ビル管理会社の防災体制」は変わらず高いポイントを獲得 
  ・「非常用発電機」、「地理特性」は震災以降年々ポイントを伸ばしている 
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８. 磁力ある東京を目指して   

77 



     ｢グローバル環境整備」＝グローバル企業・人材が、国境を意識せず、 
        安心してビジネス・生活できる都市の実現を提案 
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  ■ 磁力ある東京を目指して 



       災害リスク不安を払しょくさせる高いＢＣＰ機能を有したオフィス整備が必要 
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  ■ 磁力ある東京を目指して 

プレゼンター
プレゼンテーションのノート
東京の国際競争力強化に向けて、今後も業界で連携して取り組んでまいります。



       東京の国際競争力を高めるためにも、ＢＣＰの整備はますます重要 
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  ■ 磁力ある東京を目指して 
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• 東京の国際競争力を高める上で防災性の向上は必要不可欠 
 

• 震災対策とは、ハードとソフトの両面で対応することが重要 
 

• 震災対策の取組み費用は、コストではなく企業価値向上への
投資ととらえる 
 

• 震災対策の取組みに終わりは無く、常に被害を想定しリスク
対策の改善・向上を図る 
 

• マニュアルの作成だけで安心するのではなく、社員の意識 
向上と訓練を継続的に行うことが重要である 
 

 ■ まとめ 
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 ■ 最後に 

 2020年には東京オリンピック・ 
 パラリンピックが開催されます。 
 安全で安心な日本（東京）を 
 アピールする上で政官民一体と
なって防災対策に取組むことが 

 重要です。 
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「今、そこにある危機」 

“Ｉｆ” から “Ｗｈｅn” へ 

ご清聴ありがとうございました 
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東日本大震災時の森ビルの対応  
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14:46   地震発生           

・震災対策本部を設置 

・安否確認（社員・テナント・居住者・近隣等） 
・当社管理物件における被害状況の確認（大きな被害なし） 
・エレベーター被害     地震管制移行後、正常に停止  大きな混乱なし 
               閉じ込め被害はなし 
                地震発生約20分後、保守業者到着復旧作業開始 
               発生当日16:55から各バンク順次復旧 
               18:04には全バンク1台以上の稼動状態まで復旧 

第1期：初動対応（3/11（金）～3/13（日）） 

震源地        三陸沖（牡鹿半島の東南東、約130km付近） 深さ約24km 
最大震度       震度７（マグニチュード9.0） 
東京23区震度    震度５強       

15:08  全社震災対策組織体制へ移行 

3月11日（金） 
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・近隣、プロジェクト用地における被害状況の確認 

・オフィス終日空調延長実施 

 
■帰宅困難者に対する支援対応の確認 
       オフィス帰宅困難者対応 
   １，５００人分の飲料水・非常食・550名分の毛布配布 
   六本木アカデミーヒルズ（49F）を帰宅困難者８８名の宿泊場所として開放  
   ヴイーナスフォートにおいて150名の帰宅困難者宿泊 
   六本木ヒルズに港区より約２００名の帰宅困難者受け入れ要請即座に 
       受け入れ意思を表明 
   六本木ヒルズ親子休憩室利用の乳児連れのお客様8組に宿泊施設を提

供                                      
              

22:30  全社震災対策組織体制解除 

3月11日（金） 

第1期：初動対応（3/11（金）～3/13（日）） 
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9:00   震災対策本部会議      

・エレベーター稼働状況の再確認 

・東京電力による計画停電対策会議の実施 

・社員の安否９４％の無事確認（後日、全員無事確認） 

・施設営業状況の確認 

・テナント状況の確認 

・当社管理物件における被害状況の再確認 

・近隣、プロジェクト用地における被害状況の再確認 

11:00   震災対策本部会議 

3月12日（土） 

3月13日（日） 

第1期：初動対応（3/11（金）～3/13（日）） 
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3/14（月）8：30    震災対策本部会議 
                     
                ・計画停電対策会議 

                ・当社管理物件における損傷対応については、 

                 担当部署にて対応する旨の方針確認 
 

3/15（火）13:00    震災対策本部会議 
 

                ・原子力発電所の緊急事態に備えた対策検討 
 

3/16（水）9：00    震災対策本部会議 
 

                ・東京電力による計画停電対策の継続検討 

                ・震災に伴う勤務の取扱いの発信 
 

3/17 （木）9：00    震災対策本部会議 
 

            ・テナントに対し、更なる節電要請および早期クローズ要請 

                ・帰宅困難者の発生に備えて食料等を準備 

                ・東京電力への電力供給の決定（プレスリリース） 

                 ⇒3月18日（金）午前6:00に供給実施 

第２期：復旧対応＆二次災害対応（3/14 （月）～4/1（木）） 
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3/18（金） 9:30   震災対策本部会議 
 

             ・義援金 5,000万円の支援発表 

                          ■六本木ヒルズにおいて空気中の放射線量の計測開始。 
 
 

3/19 （土）～ 

    3/21（月）   震災対策本部は継続設置  
            社宅部社員自宅待機 

           
 

3月22日（火）     原子力発電所および計画停電等に関する情報収集対応 
              震災救援物資（手指用消毒剤5L 345本）提供 
               社員に対し義援金の募集実施 
 
3月23日（水）     気仙沼中学に対しNPO法人（Ｃｉｖｉｃ Ｆｏｒｃｅ)を通じて震災救援物資 
               （缶詰3,120食）提供 
 
3月24日（木）     乳児がいる社員向けに備蓄水を配給 
              （乳児一人当たり500mlペットボトル6本） 

第２期：復旧対応＆二次災害対応（3/14 （月）～4/1（木）） 
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3/25（金）       被災地に家族、親戚がいる森ビルグループ社員への物資支援 

              （マジックライス、クラッカー、缶詰、水） 
 

3/26（土）       宮城県庁に震災救援物資を寄付及び被災者支援活動実施 

              （森ビル社員有志にて搬送） （マジックライス、クラッカー、缶詰、水） 
 

              チャリティ・イベントを六本木ヒルズの「ヒルズ カフェ/スペース」で開催 
 

3月下旬        各震災組織の責任者、社宅部より初動活動の状況を把握及び 

              反省、改善点今後の課題について報告書を受領 
 

3/29（月）       秋田県に対し、ボディソープ50mlｘ１，２００個提供 
 

3/31（水）       乳児がいる社員向けに備蓄水を配給（第2回） 

             （乳児一人当たり500ｍｌペットボトル24本（1箱）） 

             8階Ａ会議室設置の震災対策本部を18：00にて撤収 

             災害ポータルの緊急モード解除（全社員閲覧権限を停止）  

             3月11日以降継続してきた全社員の出社確認を終了 

 

4/1（木）以降     通常業務体制 

第２期：復旧対応＆二次災害対応（3/14 （月）～4/1（木）） 



東日本大震災後に実施した当社ＰＭ受託物件に関する顧客満足度アンケート調査 

■震災時の対応 ■建物管理の技術について 

■環境対応（温暖化・省エネ対策） 

 ■ 当社PM受託物件に関する顧客満足度アンケート調査 
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プレゼンター
プレゼンテーションのノート
Staff living close in are first responders
Emergency plan based on a percentage of staff responding
All staff practice walking home to know route and time required. For themselves and for company.
A building is not only hardware, it is also software and this is a big part of the lessons learned.  
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